セーフティネット保証制度（中小企業信用保険法第２条第５項及び第６項）
認定申請時の提出資料及び注意事項
チェックリストとしてお使いください。（提出は不要です。）
提 出 資 料
【共通提出書類】

□ ① 認定申請書　１通
※ 減少率は、小数点第１位まで記載ください。（小数点第２位以下を切り捨て）

□ ② 委任状　１通（銀行など申請者以外の者が書類作成・提出する場合、様式は市HP掲載）
□ ③ 法人または個人の実在が確認できる資料
＜申請者が法人の場合＞商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）の写し　１通
＜申請者が個人事業主の場合＞確定申告書の写し及び収支内訳書の写し　１通
□ ④ 対象となる各月の売上高等を確認できる資料（試算表、売上台帳、法人概況説明書など）　１通
　　　　　　※ その月の売上高等の総額のみを記したものは不可。
　　　　　　※ 売上台帳等で氏名を確認できない時は、空きスペースに署名又は記名押印してください。
　　　　　　※ ＜５号認定の場合＞各様式に対応する別紙書類（減少率等の参考資料）とは別に必要。
　　　　　　※ ＜５号(ハ)認定の場合＞試算表が必須（売上台帳等は不可）。
◆申請内容が以下に当てはまる場合に、該当する書類を追加してください。

【５号認定：指定不況業種に属し売上高等が減少している中小企業者の場合】
□ 各申請書に対応した別紙書類（業種ごとの割合や減少率等を記した参考資料）
□ 指定業種に属する事業を営んでいることが確認できる書類（取り扱っている製品・サービス等を疎明できる書類、許認可証など）
□ 「セーフティネット保証５号の指定業種」に該当していることの確認

※ 中小企業庁HPにて確認のみ（提出は不要）。
【５号イ③④の認定申請を個人事業主が行う場合】
□ 事業開始日が分かる資料（開業届や許認可証など）
※ 金融機関が代理申請する場合を含む。
